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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

・那珂市地域公共交通計画の策定
・那珂市地域公共交通会議の開催
・県公共交通活性化会議等への加盟
・地方バス路線運行維持対策負担金の交付

市内有人駅からの水郡線乗
車数

1000.

　市内の公共交通の現状及び住民の意向を把握し、持続可能な
公共交通のあり方について検討するとともに、公共交通の利用促
進を図るため、地域公共交通会議を開催する。また、不採算のた
め維持が困難な路線バスについて、国・県と協調補助を行い、生
活交通路線の維持を図る。

3.

人/日

人口

・公共交通機関の利用者を増やし公共交通の活性化
を図る。
・市内を運行している基幹的なバス路線（３路線）につ
いて補助金を交付してバス路線を存続させる。

実施計画
対象事業

2049.

回

3.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

18.公共交通満足度 18.13 12.21 15. 21.

市内現行バス路線について、事業者より毎年補助金（負担金）の負担継続の要望がある。

運行維持が困難な路線バスについての補助金（負担金）の支出は、ここ数年増減が落ち着いてい
たが、コロナ禍による利用者減により増加傾向にある。

人/年

1. 2. 2. 2.

・市民
・公共交通機関(路線バス・鉄道)

・那珂市地域公共交通会議の開催。
・茨城県公共交通活性化会議等への加盟。
・路線バス運行補助金の交付。
・その他公共交通の利用促進に関する事業。

ノーマイカーウィークの実施

千円/
年

路線バスの路線数

予算科目 根拠法令

53187. 52937. 53121. 52600.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

路線

路線バス利用促進のための
PR

回

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 3

0. 0. 0. 0.

％

基幹バス路線の乗車数 94500.

一般会計

3.

1135. 1496. 2049. 2049.

2.

3. 1. 3. 3.

5.

52900.

福祉バスの契約が切れるのをきっかけに衰退する公共交通の今後について市の方針を検討する
ことになり、更に平成13年4月の地方バス運行維持対策補助制度の改変により、市町村に負担が
課せられるようになったため。

1000. 900. 950. 1050.

2. 1.会議の開催回数

基幹バス路線への運行補助
額

82358. 93732. 94000. 95000.

3.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

5. 5. 5. 5.

財
源
内
訳

事
業
費

14,465 4,015
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 8,376 4,858 4,015
1,524       0.24人 1,524       0.24人 1,524       0.24人人 件 費 計 (B) 千円 1,920       0.30人 1,524       0.24人

2,491 0
事 業 費 計 (A) 千円 6,456 3,334 2,491 12,941 2,491 0

一 般 財 源 千円 6,456 3,334 2,491 7,941

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 5,000

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

02 01 06 地域公共交通活性化事業

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

事務事業名 地域公共交通活性化事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画Ｇ 記入者氏名 小堆　朋和

作成日 令和 4 5 31
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

移動手段を持たない交通弱者等にとって、市域内における公共交通の維持や活性化は必要不可
欠な施策であり、その方法や手段等について、関係機関との連携により市が積極的に関与するこ
とは妥当である。

改革・改善による期待成果

公共交通の利用価値を高めるために、市民・行政・事業者のニーズや地域の実情を踏まえた対応が必要。

市民の要望や利用状況等を調査分析し、近隣市町村や関係機関等と連携を図りながら、現行の民
間バス路線の維持存続に努める。また、市民にとって利便性の高い持続可能な地域公共交通
サービスを検討するため、令和5年度を目途に「地域公共交通計画」の策定を進める。

生活に密着した公共交通環境の存続のためには、運行を維持するための負担金支出や公共交通
会議による協議検討等は必要不可欠であり、路線バスや水郡線の利用促進及びデマンド交通の
サービス拡充などにより、今後公共交通における利用者の増加や満足度の向上の余地がある。

市民にとって利便性の高い持続可能な公共交
通のあり方について検討を進め、デマンド交通
の水戸市への運行に加え、市民や利用者から
の要望も多いひたちなか市への乗り入れを令和
3年4月より開始した。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

交通弱者における移動手段の確保及び公共交通を維持存続するための対策は、行政機関が積
極的に取り組むべきものであるため、受益者負担を求めるものではない。

高齢化社会における地域公共交通のあり方を検討することは市の最重要課題の一つであり、生活
交通路線への負担金支出や検討機関の設置及び協議等は有効策であると考えられており、統廃
合や廃止できるものではない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費のほとんどが、生活交通バス路線の維持に係る負担金であるため、事業費の削減は難し
い。人件費についても必要最小限の人員であると考える。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　２年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み

-2-



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 31
点検日

事務事業名 公共交通利用促進施設管理事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画Ｇ 記入者氏名 小堆　朋和

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 06 公共交通利用促進施設管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　水郡線利用促進のため、駅周辺に整備された駐車場や駐輪場
等の維持管理及び瓜連駅での乗車券類簡易委託販売を行う。

・駐車場(瓜連駅南)及び駐輪場(後台駅、下菅谷駅、中菅谷
駅、上菅谷駅、瓜連駅北、瓜連駅南、静駅)の維持管理、駅前
公衆トイレ(後台駅、上菅谷駅、瓜連駅南、瓜連駅北、静駅)及
び広場の清掃並びに乗車券販売委託（瓜連駅）

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市民（水郡線利用者）
市民 人 53187. 52937.

市内水郡線駅からの乗車数 人/日 1000. 900. 950. 1000.

1. 1. 1. 1.

53121. 52900. 52600.

1050.

366. 365. 365. 365.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

有料駐車場の契約･料金徴収、駐車場･駐輪場の維
持管理、駅前公衆トイレ・広場の清掃、瓜連駅の乗車
券･定期券の販売、防犯カメラの設置(後台駅・下菅
谷駅・中菅谷駅・上菅谷駅・瓜連駅南北)。

有料駐車場利用者募集回
数

回/年 1.

366.

乗車券・定期券販売日数 日/年 366. 365. 365. 365. 366.

公衆トイレ・駐輪場等管理委
託日数

日/年

12. 12.

0. 0. 0. 0.

40. 45.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

水郡線駅周辺の公共交通に関する施設をより快適に
利用してもらい、公共交通利用者の増加を図る。

瓜連駅南有料駐車場利用
者数

台/年 12. 14.

18.13 12.21 15. 18.

12.

乗車券・定期券販売件数 件/日 31. 33. 35.

21.

0. 0. 0. 0. 0.

公共交通満足度 ％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 589 753 916 916 916 0
一 般 財 源 千円 4,679 4,511 4,990 4,990 4,990 0

事 業 費 計 (A) 千円 5,268 5,264 5,906 5,906 5,906 0
人 件 費 計 (B) 千円 1,920       0.30人 1,487       0.35人 1,487       0.35人 1,487       0.35人 1,487       0.35人

投入量(A)+(B) 千円 7,188 6,751 7,393 7,393 7,393
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 旧国鉄用地の払い下げを受け、市有地の有効活用及び水郡線の利用促進のため駐車場・駐輪場

の整備を行った。また、瓜連駅の乗車券委託販売は、駅の無人化により利用者のサービス低下を
防ぐことを目的に開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

自治会からの要望により駐車場や駐輪場、公衆トイレ等の整備、並びに防犯灯や防犯カメラの設
置が進められた。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

屋根付き駐輪場の整備等の要望が出されている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
水郡線駅周辺施設の環境整備については、駅
利用者や地元自治会等の意見・要望などを捉
え、JRと協議しながら適切な維持管理を行っ
た。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

安全で快適な施設環境の維持管理を市が主体となって行うことにより、駅利用者の利便性向上が
図られ、利用者の増加や満足度の向上につながるため、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

駅利用者が安全で快適に利用できるための施設整備や維持管理であるため、より快適な環境を
目指し、既存の施設を改善する等の余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

安全で快適な駅周辺の環境づくりのため、駅前駐車場や駐輪場、トイレ等の維持管理については
廃止・休止すべきではないと考える。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

現在のコストは、駅前駐車場や駐輪場、トイレ等の清掃業務や維持管理業務など、シルバー人材
センター等への委託費であるため、事業費の削減余地はない。また、人件費についても必要最小
限であるため、削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

駅周辺の駐輪場等の維持管理については、安全で快適な環境づくりにつながり、駅利用者の増加
を図るものであることから、受益者負担を求めるものではない。
駅前有料駐車場の賃貸料設定については、市内の周辺民間駐車場の料金体系に準じ設定してい
ることから適正であると考える。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
駅周辺の駐車場や駐輪場、トイレ等の利用環境を整えることは、安全で快適な環境づくりにつなが
り、駅利用者の増加を図るものであることから、現状、利用に不便をきたしている下菅谷駅駐輪場
については、下菅谷まちづくり事業において整備工事（舗装、屋根設置）を実施する。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

環境整備などのハード面の他、事業者や地域住民と連携するなど、幅広い視点での事業の推進する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

-4-



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 31
点検日

事務事業名 デマンド交通運行事業 事業類型 デマンド運行

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画Ｇ 記入者氏名 小堆　朋和

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 06 デマンド交通運行事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　鉄道駅から遠くバス路線もない地域等、日常生活の移動手段に
不便をきたしている地域住民の交通手段の確保を図るため、那珂
市地域公共交通連携計画に基づき、デマンド交通を運行する。

・利用者の登録等
・運行事業者への運行費用の補償

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民（特に日常生活の移動に支障をきたしている市
民） 市民 人 53187. 52937.

ひまわりタクシー登録者数 人 2963. 3190. 3400. 3700.

293. 293. 293. 293.

53121. 52900. 52300.

4000.

6. 6. 6. 6.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

デマンド交通「ひまわりタクシー」の運行及び利用促
進 ひまわりタクシー運行日数 日/年 293.

6.

ひまわりタクシー新登録者
数

人/年 389. 388. 400. 450. 500.

ひまわりタクシー運行台数 台/日

20000. 21000.

0. 0. 0. 0.

1.3 1.3

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民の地域内の移動を支援することにより、市内の
公共施設や商業・福祉施設、医療機関等への利便性
の向上を図る。

ひまわりタクシー利用者数 人/年 16805. 19387.

57.3 66.2 70. 72.

22000.

1台当たりの利用者数 人/台 1. 1.1 1.2

75.

公共交通満足度 ％ 18.13 12.21 15. 18. 21.

1日当たりの利用者数 人/日

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 7,890 8,060 7,440 7,440 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 2,147 53 53 53 0
一 般 財 源 千円 27,536 25,709 29,092 29,092 36,532 0

事 業 費 計 (A) 千円 35,426 35,916 36,585 36,585 36,585 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,910       0.70人 3,532       0.79人 3,532       0.79人 3,532       0.79人 3,532       0.79人

投入量(A)+(B) 千円 39,336 39,448 40,117 40,117 40,117
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市公共交通連携計画の策定に当たり実施した市民アンケートやまちづくり委員会の意見交換会の

結果等により、市の実情に応じた持続可能な地域公共交通としてデマンドタクシーの要望が多かっ
たため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

登録者数は年々増加しており、H30年度には介助のための市外者登録を認め運用を開始し、R1年
度からは水戸市への乗入れ、増車、増便及び土曜日運行を開始し、R3年度からはひたちなか市
への乗り入れを開始した。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

運転免許を返納した方や車がない方からの利用者登録申請が多く、デマンド交通を利用していき
たいとの意見がある。

-5-



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
市民や利用者等の意見、要望等を踏まえ、水戸
市への域外運行に加え、R3年4月からひたちな
か市への域外運行を開始した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

民間事業者による一般タクシー運行はあるが、市が運営主体の地域公共交通としてデマンド型乗
合タクシーを運行することにより利用者負担が抑えられ、高齢者を中心とした交通弱者の有効な移
動手段として活用されているため、妥当であると考える。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

今後高齢化が進行するにあたり、利用者はますます増加することが予想されることから、利用者が
利用しやすい乗降場所の見直しなど、サービスの充実を図る余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

デマンド交通を市の地域公共交通の柱に位置付け、誰もが安心して利用できる移動手段として、
今後更なるサービス内容の拡充を図っていくことから、デマンド交通の廃止・休止はできないものと
考える。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

サービス内容の拡充等に伴う運行補償料の増加などを見据えた場合、事業費としての削減余地
はないものと考える。人件費についても、拡充による事務量の増加や積極的な事業の周知・啓発
活動等が必要となることから、削減余地はないものと考える。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

デマンドタクシーに係る利用料金は、他市町村と比較してもほぼ同等な水準であり、また利用者の
大部分が高齢者であることを考えると、現利用料金（市内300円・100円（障がい者・要介護者等）、
市外600円・200円（障がい者・要介護者等））は受益者負担の額として適正であると考える。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
令和3年度からのひたちなか市乗り入れ開始の効果の検証や乗降場所の見直し等を検討するた
め、利用者に対しアンケート調査を行い、サービスの充実を図る。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

利便性の向上のため、事業の周知や広域利用など利用者の意向の沿った取り組みを図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 31
点検日

事務事業名 運転免許自主返納等支援事業 事業類型 助成費

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画Ｇ 記入者氏名 小堆　朋和

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 4 公共交通の維持・確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 06 運転免許自主返納等支援事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
運転に自信がなくなった方や家族から運転免許の返納を勧められ
ている方などに免許の自主返納を促し交通事故の抑制を図るとと
もに、免許を返納した高齢者等が公共交通を利用する（乗り慣れ
る）動機づけ（きっかけ）としてもらうために、ひまわりタクシーの特
別利用券を対象者に交付する。

・運転免許自主返納者に対してひまわりタクシーの特別利用券
を交付。
・ひまわりタクシーで使用された利用券分を報奨費として事業
者へ支出。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・自動車等の運転免許の自主返納の対象となる市民
人口 人 53187. 52937.

65歳以上の高齢者人口 人 17010. 17299. 17475. 17417.

137. 150. 160. 170.

53121. 52900. 52600.

17500.

2. 0. 2. 2.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・デマンド交通「ひまわりタクシー」の特別利用券の交
付
・制度や事業の周知啓発等を図る

年間特別利用券交付者数 人 129.

2.

0. 0. 0. 0. 0.

出前講座等での説明会実施 回

50. 45.

0. 0. 0. 0.

220. 230.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・運転に自信がなくなった方に運転免許の自主返納
を促す
・運転免許を自主返納した方の地域公共交通への誘
導を図り、移動支援をすることで高齢者等の交通事
故を抑制する

市内の高齢者交通事故（人
身）件数

件 42. 55.

952. 1448. 1500. 1600.

40.

運転免許自主返納者数 人 175. 205. 210.

1700.

0. 0. 0. 0. 0.

年間特別利用券利用者数 人

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 407 457 509 608 608 0

事 業 費 計 (A) 千円 407 457 509 608 608 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,730       0.50人 2,602       0.53人 2,602       0.53人 2,602       0.53人 2,602       0.53人

投入量(A)+(B) 千円 3,137 3,059 3,111 3,210 3,210
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 自動車等の運転に自信がなくなった市民に運転免許の自主返納を促し、交通事故の抑制を図ると

ともに免許返納後の移動手段を確保することが必要となった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

免許の自主返納者数は増加傾向にあり、本事業の周知により更なる増加が予想される。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

免許を返納した本事業の申請者に聞き取ったところ、「返納後も生活の足が確保できる目途がつ
いて助かる」「返納への決心への後押しとなった」との意見があった。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
免許を返納した方への本事業の趣旨、内容の
周知のほか、申請をしやすくする目的で、那珂
警察署にて返納手続きが終わった方に対し、本
事業とデマンド交通の両申請書の一式のほか、
コロナ対策として新たに返信用封筒を添付し
て、同署にて配布していただくよう依頼した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

高齢者の交通事故抑制や交通弱者の移動手段確保は、行政が主体となって取り組まなければな
らない重要課題であり、免許返納後の自家用車の代替として、市の地域公共交通を活用してもらう
ために市が支援を行い関与することは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

支援対象者の大部分が高齢者であり、今後、高齢化による対象者の増加が予想されるため、制度
の周知拡大を行う等の余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

免許返納を検討している方に対するきっかけ、インセンティブとなる事業として前述の効果を上げ
つつある事業であり、かつ現状は外に類似する事業がなく代替性がないことから、廃止・休止は適
当でないと考える。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

高齢者等の運転技術の衰え・低下による交通事故を避けることを目的とする免許返納者数の増加
に伴い、特別利用券申請者数は年々増加傾向にあることから、今後の事務量等の減少は考えにく
く、事業費及び人件費の削減余地はないものと考える。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

高齢者等の交通事故抑制のために運転免許の自主返納を促し、返納後の移動手段の確保を図る
ために補助を行うものであるため、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
本事業の趣旨と内容をさらに多くの免許返納希望者に伝えるべく、チラシ等の配布範囲を市内の
高齢者が集まる施設等に広げるほか、出前講座等においても、デマンド交通と併せて説明を行っ
ていく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

免許返納は、当事者本人の決断が一番重要であるため、事業の周知や返納しやすい環境作り、返納後の支援など成果の向上が考えられる。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 1
点検日

事務事業名 空き家等対策事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市計画グループ 記入者氏名 小田内　美奈子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 健康で快適に過ごせる生活環境の保全を図る

基本事業名 3 自然と生活環境の保全

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
空家等対策の推進に関する特
別措置法07 03 01 空き家等対策事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
令和2年度より那珂市空家等対策計画が施行されることに伴い、
計画に策定されている空家等に関する業務を行う。

空き家に関する相談
空き家バンク制度に係る募集、登録、情報公開等
空き家バンクリフォーム助成

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市内の空き家等、空き家等の利活用をしたい者
空き家件数 件 653. 638.

利活用相談件数 件 49. 33. 50. 50.

16. 20. 20. 20.

660. 680. 700.

50.

4. 4. 6. 8.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

適正に管理されていない空き家等の所有者に対し、
通知を送る。
空き家バンク制度を推進して「利用者」とのマッチング
を促進する。

適正管理通知 件 19.

10.

ホームページ・広報紙掲載
回数

回 2. 2. 2. 2. 2.

空き家バンク登録物件数
（累計）

件

12. 12.

0. 0. 0. 0.

5. 6.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市内の空き家等が適正に管理されるよう促す。
空き家等の利活用を図る。 通知に対する回答件数 件 11. 12.

0. 0. 0. 0.

12.

空き家バンク成約件数（累
計）

件 2. 3. 4.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,230 107 998 998 998 0

事 業 費 計 (A) 千円 6,230 107 998 998 998 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,048       0.48人 4,438       0.81人 4,438       0.81人 4,438       0.81人 4,438       0.81人

投入量(A)+(B) 千円 9,278 4,545 5,436 5,436 5,436
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 空家等の増加が社会的問題となり、H26年11月に空家等対策に関する特措法が制定された。H27

年度に実施した市内空家の調査結果を受け、空家等の有効活用を図るためH30年1月から「空き
家ﾊﾞﾝｸ制度」の運営が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

R2.3に空家等に関する対策を総合的かつ計画的に推進するため「那珂市空家等対策計画」を策
定。その計画に基づき､空家等対策に関する所管課をR2.4から建築課とし「空き家総合窓口」を設
置。R3.4～都市計画課となる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

空き家等が管理されておらず、周辺へ影響がでている状況が見られる。空き家バンクにおいて、利
用者から興味がある物件の登録がないとの声がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
R3に空き家等の所有者を対象に意向調査を行
うと共に空き家バンク制度の周知を行った。しか
しながら、空き家バンク登録を前提とした物件の
相談は思う程なく、実際の相談においてもリ
フォーム費用や農地の進入路の問題等が整理
がつかない等、登録までには至らなかった。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

空き家の有効活用、良好な住環境の確保及び定住促進による地域活性化を図ることを目的に含
む事業であるため、市が関与することが妥当である。空き家バンクに関して市が窓口になることに
よって物件登録者、利用者に安心感を与えることができるため、市が関与することは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

市内の空き家件数に対し、相談や空き家バンクの物件登録数が少ないため、利活用可能な空き
家の所有者等に対し、情報提供を行い早めの対応を促す余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

「那珂市空家等対策計画」（R2.3策定）の趣旨に基づき、空き家に関する相談や空き家バンク制度
関連、空き家バンクリフォーム補助など、R2.4に総合窓口を設置して一つの課で行っている。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は必要最低限の経費の計上であり、削減の余地はない。人件費は必要最低限で行ってお
り、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

本事業は、空き家の利活用促進を目的としており、市が受益者負担金を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
空き家バンク制度の周知を継続し、利活用が可能な空き家の所有者等に対し登録を促す。また、
利活用が困難な空き家については、解体等を含め検討してもらえるよう、所有者等に対し情報提供
を行っていく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

空き家対策の取り組みや情報の発信など、事業に対する認知度を高め成果の向上に向けた取組みが必要。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 6
点検日

事務事業名 下菅谷地区まちづくり事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備G 記入者氏名 綿引　秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 2 快適な市街地の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 02 下菅谷地区まちづくり事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 平成29 年度 ～令和 8 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
下菅谷地区の地区計画エリアにおいて、地元住民との合意形成を
図りながら、街区道路や生活道路、雨水排水機能等を整備するこ
とにより、民間活力等の土地利用を促進させ、那珂市の宅地化率
を向上させていく。

下菅谷地区計画に基づく、協議会の開催及び地区計画道路の
測量設計・用地買収・道路工事。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

下菅谷地区に計画した生活道路
計画延長 ｍ 4735. 4735.

0. 0. 0. 0.

0. 0. 250. 110.

4735. 4735. 4735.

0.

10. 6. 6. 6.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路測量設計委託
道路用地買収、物件移転補償
道路改良工事

道路改良工事延長（街区道
路）

ｍ 0.

6.

用地買収（筆数） 筆 1. 1. 26. 15. 42.

業務委託件数 件

2561.1 2811.1

0. 0. 0. 0.

59.4 61.7

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

生活道路を整備することにより、都市基盤の整った利
便性の高い市街地とし、土地利用を促進させる。

整備済道路（街区道路／総
延長）

ｍ 2561.1 2561.1

29. 36. 30. 30.

2921.1

計画した道路の整備率 ％ 54.1 54.1 54.1

30.

0. 0. 0. 0. 0.

地区計画（住宅）届出件数 件

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 43,200 55,210 73,067 267,897
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 24,200 72,100 53,000 63,200 82,800 305,600
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 26,981 25,511 6,200 30,990 34,043 133,663

事 業 費 計 (A) 千円 51,181 97,611 102,400 149,400 189,910 707,160
人 件 費 計 (B) 千円 6,525       1.40人 4,925       1.10人 4,925       1.10人 4,925       1.10人 4,925       1.10人

投入量(A)+(B) 千円 57,706 102,536 107,325 154,325 194,835
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 区画整理事業が取りやめとなり、その後地元住民を主体とするまちづくり協議会を設立し、地区計

画策定とともに、まちづくり事業を開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

街区道路・下水道の整備が進んだことにより、土地利用が進んでいる。平成29年度より下菅谷地
区整備方針をもとに対象の見直しを行った。令和４年度より国の交付金を活用し、整備をすすめる
事となった。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

地区施設の早期整備が望まれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市街化区域における都市基盤整備は市の責務であることからも妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

地元との合意形成を図りながら、限られた財源内で時間をかけて整備していかざるを得ない状況
であったが、国交付金を活用することにより、計画的に整備スピードを上げ、より民間開発を誘導
する余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

区画整理事業を廃止したことにより、市街化区域であるが社会基盤の整備が遅れている地区であ
り、整備が急がれているため廃止の余地はない。また、地区計画に基づく類似事業もない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の人員で対応しているため人件費の削減はできない。
国費を充てながらも、出来る限りコストは抑えるようにした整備計画での事業進捗を行っているた
め、これ以上も事業費削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市の道路は不特定多数の人々が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
国交付金を活用することにより、進捗スピードを上げて、より計画的かつ集中的に整備を進めてい
く。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

計画的に整備を実施し、宅地開発等も進み街づくりも大詰めを迎えていることから、今後を見据えた整備方針の検討も必要と思われる。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 6
点検日

事務事業名 菅谷市毛線街路整備事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備G 記入者氏名 綿引　秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 2 快適な市街地の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 03 菅谷市毛線街路整備事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 令和 2 年度 ～令和 7 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
本路線は、水戸・勝田都市圏の交通機能を向上させるうえで非常
に重要な路線であり、市街地の骨格を形成するうえで国道３４９号
を補完する幹線道路として位置づけられている。
本路線の整備により、災害発生による緊急避難路、輸送路等の災
害対処能力の向上へと繋がるとともに、安全安心な通学路機能の
拡充に資するものとして早急な整備が求められている。

都市計画道路整備のため、用地買収および道路工事
第Ⅳ期　延長：Ｌ＝７６０ｍ、幅員：Ｗ＝１６ｍ

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

都市計画道路　菅谷・市毛線　第Ⅳ期（Ｒ２年度より
事業延伸） 道路延長 ｍ 760. 760.

0. 0. 0. 0.

3077.96 7410.53 0. 0.

760. 760. 760.

0.

0. 0. 0. 480.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路用地買収、道路改良工事
用地買収面積 ㎡ 0.

230.

0. 0. 0. 0. 0.

改良工事延長 ｍ

100. 0.

0. 0. 0. 0.

480. 710.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

早期の整備完了を目指し供用開始することで、市民
に対する交通機能の向上、安全な通学路の確保等
が図られる。

用地買収進捗率 ％ 0. 29.34

80.28 79.95 80. 81.

0.

整備済換算延長 ｍ 0. 0. 0.

82.

市街化区域宅地化率 ％ 63.3 63.58 63.9 64.2 64.5

移動に不便を感じていない
市民の割合

％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 36,685 43,945 196,680 95,700 45,870 424,215
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 30,000 35,900 196,400 168,500 104,000 503,500
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 19,092 3,427 6,310 18,400 14,130 94,434

事 業 費 計 (A) 千円 85,777 83,272 399,390 282,600 164,000 1,022,149
人 件 費 計 (B) 千円 6,085       1.20人 7,345       1.40人 7,345       1.40人 7,345       1.40人 7,345       1.40人

投入量(A)+(B) 千円 91,862 90,617 406,735 289,945 171,345
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ひたちなか市の都市計画道路　金上・田彦線の整備に合わせ、平成７年度菅谷・市毛線の整備を

開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

市の財政状況も以前厳しいままであるが、災害等に関する早期の国土強靭化に対する国の方針
もあることから、急ピッチでの整備が求められている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

早期に完成して欲しいという市民からの要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

道路整備は社会基盤整備であるので、市が事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

国からの交付金を活用しながら計画的に整備を行っているため、内示率により事業進捗に影響が
及ぶことはあっても、都市計画道路の性格上、法線や構造の変更が原則できないことから、決定さ
れた規格に沿った形で整備していくこととなるため、余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

都市計画道路整備のため一路線を一事業として整備を進めているため、統廃合の余地はなく、廃
止休止もできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

都市計画道路に見合った整備を、国からの交付金を受けながら進めており、人員に関しても最少
人数で複数事業を進めている現状であることからも削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人々が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

事業の完了が目前であることから、遅延なく整備を進める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 6
点検日

事務事業名 下菅谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線） 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備Ｇ 記入者氏名 綿引　秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 7 自然環境と調和した魅力的な都市づくりを推進する

基本事業名 2 快適な市街地の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 03 下菅谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線）

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 令和 2 年度 ～令和 8 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
本事業は、都市計画道路上菅谷・下菅谷線、下菅谷停車場線を整
備することで、幹線道路に対するアクセスの強化を図り、周辺土地
利用の促進、地域の活性化が期待されている。また、小学校の通
学路、隣接保育園の送迎等による安全安心な通学路機能の拡充
に資するものとして早急な整備が求められている。

都市計画道路整備のため、用地買収および道路工事

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

都市計画道路　下菅谷停車場線、上菅谷下菅谷線、
下宿仲之内線（交差点部分）

道路延長（北側交差点延長
含）

ｍ 1052.6 1052.6

0. 0. 0. 0.

923.78 8000.12 4049.65 0.

1052.6 1052.6 1052.6

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路用地買収、道路改良工事
道路用地買収 ㎡ 0.

460.

0. 0. 0. 0. 0.

改良工事延長 ｍ

68.78 100.

0. 0. 0. 0.

0. 43.7

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

交通ネットワークの拡充、歩道整備による安全安心
な通学路の確保が図られる。 用地買収進捗率 ％ 0. 7.12

63.3 63.58 63.9 64.2

0.

改良工事進捗率 ％ 0. 0. 0.

64.5

0. 0. 0. 0. 0.

市街化区域宅地化率 ％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 16,500 29,357 219,243 204,215 267,960 594,500
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 12,800 24,000 200,300 167,000 219,200 49,960
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,027 863 26,867 3,615 4,870 727,747

事 業 費 計 (A) 千円 30,327 54,220 446,410 374,830 492,030 1,372,207
人 件 費 計 (B) 千円 5,530       1.10人 5,595       1.25人 5,595       1.25人 5,595       1.25人 5,595       1.25人

投入量(A)+(B) 千円 35,857 59,815 452,005 380,425 497,625
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 菅谷地区、都市計画区域内の都市計画道路において、道路交通ネットワークを形成するうえで要

となる路線、上菅谷下菅谷線と下菅谷停車場線整備を新規事業化した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

本事業は国交付金を活用しながら進めているため、その内示率により進捗に影響を及ぼすことが
ある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

早期完成を望まれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

道路整備は社会基盤整備であるので、市が事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

国からの交付金を活用しながら計画的に整備を行っているため、内示率により事業進捗に影響が
及ぶことはあっても、都市計画道路の性格上、法線や構造の変更が原則できないことから、決定さ
れた規格に沿った形で整備していくこととなるため、余地がない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

都市計画道路のための一路線を一事業として整備を進めているため、統廃合の余地はなく、廃止
休止もできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

都市計画道路に見合った整備を、国からの交付金を受けながら進めており、人員に関しても最少
人数で複数事業を進めている現状であることからも削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人々が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

市街地の街づくりとして重要な幹線道路であり、継続的に事業を推進し早期完了を目指す。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 6
点検日

事務事業名 菅谷飯田線道路整備事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　都市計画課 都市整備グループ 記入者氏名 綿引　秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 2 生活道路の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 都市計画法、道路法
07 03 03 菅谷飯田線道路整備事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 令和 3 年度 ～令和11年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
本路線は、常磐自動車道那珂ＩＣと国道１１８号を結び、水戸・勝田
都市圏における交通機能の向上及び地域経済の活性などに大き
く寄与する重要幹線道路である。
本路線を整備することにより、交通ネットワークや重要物流機能の
強化、市や周辺自治体の観光振興、付近の小学校等の安全安心
な歩行空間の確保が図られる。

都市計画道路整備のため、用地買収及び道路工事

延長：Ｌ＝２，２００ｍ、幅員：Ｗ＝２７ｍ

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

都市計画道路　菅谷・飯田線
道路延長 ｍ 2200. 2200.

0. 0. 0. 0.

2. 2. 4. 3.

2200. 2200. 2200.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

道路用地買収、道路改良工事
委託発注件数 件 0.

0.

改良工事延長 ｍ 0. 0. 0. 0. 0.

用地買収面積 ㎡

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民に対する交通機能の向上、安全な通学路の確
保等が図られる。 用地買収進捗率 ％ 0. 0.

0. 0. 0. 0.

0.

整備済換算延長 ｍ 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 11,000 7,700 77,000 121,000 1,074,700
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 8,500 5,900 59,800 94,000 835,000
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 2,302 22,900 14,700 9,500 110,300

事 業 費 計 (A) 千円 0 21,802 36,500 151,500 224,500 2,020,000
人 件 費 計 (B) 千円 0       0.00人 4,760       0.90人 4,760       0.90人 4,760       0.90人 4,760       0.90人

投入量(A)+(B) 千円 0 26,562 41,260 156,260 229,260
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 常磐自動車道那珂ＩＣと国道１１８号を結ぶことにより、本市が担う県北域の玄関口としての機能増

進、重要物流の円滑化、周辺観光地へのアクセス強化等に大きく寄与するものとして都市計画道
路整備を図る。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

県施工による国道１１８号バイパスの整備延伸が着手された。また、市の那珂インター周辺開発に
係る道の駅整備構想も、候補地はまだ決まっていないが進められている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

那珂インター周辺開発との関わりが深い路線であることから、整備方針等について市議会でも関
心の高い路線となっている。広域農道として位置づけられた路線の整備であるため、農業用管理
道路の整備要望も想定される。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

県と市で役割分担をしながら、国道１１８号バイパスと那珂ＩＣ間を４車線で結ぶことにより、市が担
う県北域の玄関口としての機能増進、観光地へのアクセス強化等の整備効果が早期に図られるよ
う事業を行うため、市が主体となって事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

都市計画道路整備の性格上、決定された規格に沿った形で整備をすすめていくため、余地はな
い。周辺環境、事情による機能補償工事は想定されるが、本線の計画に変更はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

都市計画道路のため、一路線を一事業として整備を進めているため、統廃合の余地はなく、廃止
休止もできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

都市計画道路に見合った整備を、国からの交付金を受けながら進めており、人員に関しても最少
人数で複数事業を進めている現状であることからも削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人々が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

他の主要な幹線道路と接続となる重要な都市計画道路であり、速やかな整備促進により那珂インターチェンジ周辺の発展が期待されている。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

舗装補修、側溝布設、その他維持補修のための設計、積算及
び監督。

資機材提供件数 20.

道路の機能維持のための補修及び自治会等の要望による補修を
行う。

300.

件

市道認定延長

・道路機能を維持し利用者が安全に通行できるように
する。
・住民及び警察等の道路維持補修要望に迅速に対
応できる。

実施計画
対象事業

0.

ｍ3

5.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

100.資機材要望対応率 100. 100. 100. 100.

道路を利用する人から、早急に補修するよう要望がある。

市への要望件数は増加傾向にある。
道路の陥没により車を損傷させるといった事故が年に1回程度発生している。
すべての道路を常に見回り・補修を行うには人的に厳しい。

％

1088. 1236. 1000. 1000.

・市道
・建設資機材

・道路舗装補修（簡易な補修を含む）
・建設資機材の購入及びレンタル
・建設車両の整備

砕石購入量

予算科目 根拠法令

1161.3 1161.3 1161.3 1161.3

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

台

ｋｍ

建設車両所有台数

件

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 3

0. 0. 0. 0.

％

補修実施率(自治会申請に
対する対応率)

100.

一般会計

300.

0. 0. 0. 0.

1000.

5. 5. 5. 5.

0.

1161.3

市道管理が始まった段階から行っている。

13. 14. 20. 20.

356. 303.
補修実施件数(自治会申請
分)

100. 100. 100. 100.

300.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

197,504 197,504
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 184,072 202,629 177,404
11,368       2.90人 11,368       2.90人 11,368       2.90人人 件 費 計 (B) 千円 11,368       2.32人 11,368       2.90人

86,536 0
事 業 費 計 (A) 千円 172,704 191,261 166,036 186,136 186,136 0

一 般 財 源 千円 22,904 98,072 80,436 86,536

89,100 0
そ の 他 千円 96,000 5,000 5,000 5,000 5,000 0
地 方 債 千円 53,800 78,100 79,500 89,100

5,500 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 10,089 1,100 5,500

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

07 01 02 道路維持補修事業

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

事務事業名 道路維持補修事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

作成日 令和 4 5 18
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

住民の公共財産であるため、行政が維持管理を行う。

改革・改善による期待成果

道路の新設や移管などにより、管理すべき市道が増加傾向にあることから、遅滞なく補修業務を推進する。

道路陥没による車両破損事故を減らすため、定期的にパトロールを行っているが全ての路線をカ
バーするにも限界がある。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人が利用するため、市が負担することは適当である。

類似事業はない。
良好な道路環境を維持するため、廃止・休止は不可能である。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上
維持 ○

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

迅速な補修対応を行なっていくためには、事業費削減の余地はない。
必要最低限の人員で行っており、人件費削減の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　２年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 18
点検日

事務事業名 道路維持清掃事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
07 01 02 道路維持清掃事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
道路の除草、側溝の清掃等を行い、道路の機能を保全する。 除草、側溝及び路面の清掃を行い道路の機能を保全する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市道
市道認定延長 ｋｍ 1161.3 1161.3

0. 0. 0. 0.

174200. 174200. 174200. 174200.

1161.3 1161.3 1161.3

0.

375. 660. 1000. 1000.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・道路除草、道路側溝の清掃。
除草面積 ㎡ 174200.

1000.

0. 0. 0. 0. 0.

清掃延長(側溝) ｍ

100. 100.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・道路排水機能の維持及び安全の確保。 除草実施率＝実施件数／
要望件数

％ 100. 100.

0. 0. 0. 0.

100.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 1,000 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 63,781 72,422 73,664 73,644 73,644 0

事 業 費 計 (A) 千円 63,781 73,422 73,664 73,644 73,644 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,116       0.84人 4,116       1.05人 4,116       1.05人 4,116       1.05人 4,116       1.05人

投入量(A)+(B) 千円 67,897 77,538 77,780 77,760 77,760
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市道管理が始まった段階から行っている。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

人件費等の上昇により委託費は年々増加している。
予算が限られているため、延長を短くする・回数を減らすなどしてなんとか対応している状況であ
る。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

以前は地元で行なわれていた草刈等も高齢化・若い世代の自治会未加入等により対応が難しく
なってきている。
市への要望は以前より増加している。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が管理している道路であるため、市が清掃を行う。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

主要道路については業者委託、協力いただけている自治会とは協定を
結んで除草をお願いし、限られた予算の中で対応を行っている。
これ以上の成果の向上余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
良好な道路状況を維持するため、休止・廃止は不可能である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

除草委託面積を厳しく精査するなどしており、事業費を削減する余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路は不特定多数の人が利用するため、受益者に負担を求める事は出来ない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

必要な事業であり、現状維持とする中で効率的な業務の執行を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 18
点検日

事務事業名 交通安全施設整備事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 3 交通安全を推進する

基本事業名 2 交通安全環境の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
07 01 02 交通安全施設整備事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
交通安全施設の整備・道路における円滑な交通を維持し安心安
全な交通環境を確保する。

ガードレール、警戒標識、カーブミラー、交差点照明灯などを設
置するするための設計、積算及び監督。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市道
・交通安全施設(ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ等) 市道認定延長 ｍ 1161375. 1161375.

件 0. 0. 0. 0.

20. 20. 20. 20.

1161375. 1161375. 1161375.

0.

25. 20. 20. 20.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・ガードレール,警戒標識,カーブミラー,区画線,交差点
照明等の設置

交通安全施設(ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ等)
の要望件数

件 25.

20.

0. 0. 0. 0. 0.

施設設置件数 件

100. 100.

0. 0. 0. 0.

133. 133.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・市道における交通の安全を図る 整備率＝設置件数/要望件
数

％ 100. 100.

0. 0. 0. 0.

100.

交通事故件数 件 134. 133. 133.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 13,356 14,349 13,522 13,522 13,522 0

事 業 費 計 (A) 千円 13,356 14,349 13,522 13,522 13,522 0
人 件 費 計 (B) 千円 980       0.20人 980       0.25人 980       0.25人 980       0.25人 980       0.25人

投入量(A)+(B) 千円 14,336 15,329 14,502 14,502 14,502
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市道の管理が始まった段階から行っている。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

市道が拡幅改良及び舗装され交通量が増加している。 安全に対する住民意識の向上。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

学校から通学路の安全施設設置の要望が特に多い。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市道の管理に付帯する交通安全施設の整備は、行政が行わなければならない。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

管理する範囲は決まっており、設置要望に対して可能なものについては対応出来ている。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業がなく、市道の安全を確保するためには、休止・廃止は出来ない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

安全施設の要望が多々あり、すべて対応するには財源が必要となるため、事業費の削減余地は
ない。また、直営での対応も行っており、人件費の削減余地もない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

道路の安全施設は、不特定多数の住民が受益する施設であるため財源配分は公平である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

道路の安全な通行を確保する上で重要な業務であることから、事業箇所や内容を精査しながら事業推進を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 25
点検日

事務事業名 道路改良舗装事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　土木課 建設Ｇ 記入者氏名 田上　慎司

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 2 生活道路の整備

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 道路法
07 01 03 道路改良舗装事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市道に認定してある道路を対象に、生活道路としての交通の利便
を図るとともに、通過交通量の多い道路には自動車・自転車及び
歩行者が安心して移動できる車道や歩道の整備及び道路の冠水
を解消するための排水路整備を進める。

・自治会との整備箇所の事前協議、整備申請の受付
・道路整備審査会の準備開催など
・整備計画の調整及び実施路線の測量設計業務の発注
・実施路線の地元説明会の実施
・地権者交渉及び用地登記業務
・工事発注及び工事監督業務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

整備の必要性がある市道 採択され整備が残っている
件数

件 139. 136.

うち当該年度採択件数 件 6. 3. 10. 10.

43. 65. 65. 65.

135. 135. 135.

10.

26. 23. 50. 50.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

整備路線の選定、関係地権者への通知・説明会の開
催・事業同意確認・測量設計・用地取得・工事設計・
工事実施

整備中の路線件数 件 59.

50.

業務委託等発注件数 件 33. 20. 15. 15. 15.

改良舗装等工事発注件数 件

29. 29.5

0. 0. 0. 0.

5000. 5000.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

地域からの要望を踏まえた整備を行う（拡幅、舗装、
歩道整備） 道路改良率 ％ 27.67 28.05

0. 0. 0. 0.

30.

年度毎の改良延長 m 3959.26 4400.74 5000.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 41,000 51,525 37,000 75,000 69,000 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 146,100 106,400 177,000 144,700 124,000 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 117,482 109,594 93,771 82,326 113,744 0

事 業 費 計 (A) 千円 304,582 267,519 307,771 302,026 306,744 0
人 件 費 計 (B) 千円 16,012       3.18人 19,710       3.55人 19,710       3.55人 19,710       3.55人 19,710       3.55人

投入量(A)+(B) 千円 320,594 287,229 327,481 321,736 326,454
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ・市の事業実施計画や地域からの要望による。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

・地元の要望や地理的特性を踏まえ、地域に合った整備手法を提案するなど、「みちづくり」につい
て行政のビジョンが求められている。また、整備順位は地域格差を極力出さないような公平性が求
められる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・市民が必要としている路線の早期実施、早期完成及び市民が納得できる整備路線の選定の必
要がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

多くの人が利用すると考えられる市道は、公共の福祉に鑑みて公道として行政が整備することは
妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

多大な採択路線を抱える中、住民の早期整備の要望に応え整備率をより早く向上させるために
は、現在以上の予算と人員確保が必要であるが、現在の市の財政状況では難しい。今後の事業
推進においては、関係地権者の理解と協力が必要なため働きかけを行っていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

農道整備事業との統合を検討できるが、所管事業省庁との協議を要するため、現時点での実行は
難しい。また、住民の要望が強い事業であり、廃止、休止は現実的ではない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の工事量で行っており事業費を削減すると路線毎の完了年度が遅れるため削減は難し
い。また、設計や委託及び工事の監督のほか、用地交渉や登記なども最小限の人員で行っている
ため、人件費の削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市道は不特定多数の人が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
地域住民の要望を踏まえた適正な整備手法を提案し、関係地権者のご理解ご協力をいただきなが
ら事業の促進を図る。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

方向性としては現状維持となるが、整備に対する緊急性や住民の協力の有無など総合的に判断し、事業のスリム化を図りながら整備を促進す
る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 25
点検日

事務事業名 冠水対策推進事業 事業類型 委託・用地・補償・工事

担当部課G等 建設部　土木課 建設Ｇ 記入者氏名 田上　慎司

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
07 01 03 冠水対策推進事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市内の冠水する市道において、安定した排水能力を確保し、台風
や集中豪雨などの影響による冠水被害を減らすことで、市民の安
心安全な生活環境を守るものである。

・事業計画及び詳細設計
・地権者交渉
・工事費積算及び施工監督

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

整備の必要性のある排水路整備箇所 採択され整備が残っている
件数

件 29. 27.

採択されている総延長 ｍ 7784. 7584. 7384. 7184.

2. 2. 2. 2.

27. 27. 27.

6984.

2. 5. 2. 2.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

整備路線の選定、関係地権者との調整、事業同意確
認・測量設計・用地取得・工事設計・工事実施 整備中の路線件数 件 1.

2.

0. 0. 0. 0. 0.

業務委託等発注件数 件

200. 200.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

地域からの要望を踏まえた整備を行う（排水路整備）
年度毎の整備延長 ｍ 0. 200.

0. 0. 0. 0.

200.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 22,000 82,500 57,200 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 24,100 66,245 127,852 0
そ の 他 千円 0 0 23,000 0 0 0
一 般 財 源 千円 12,111 48,315 11,804 27,387 26,329 0

事 業 費 計 (A) 千円 12,111 48,315 80,904 176,132 211,381 0
人 件 費 計 (B) 千円 14,050       2.55人 13,475       2.35人 13,475       2.35人 13,475       2.35人 13,475       2.35人

投入量(A)+(B) 千円 26,161 61,790 94,379 189,607 224,856
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ・近年発生する台風や集中豪雨等により、市内において冠水箇所が増加していることによる。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

・近年発生する台風や集中豪雨により、市内の冠水箇所の要望が増えており、市民の住みよい環
境づくりをするため現場確認等により調整している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・市民が必要としている路線の早期実施、早期完成及び市民が納得できる整備路線の選定の必
要がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市内における冠水箇所は、環境整備のため行政が整備することは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

冠水箇所が増えている中、住民の早期整備の要望に応え環境向上するためには、現在以上の予
算と人員確保が必要であるが、現在の市の財政状況では難しい。今後の事業推進で重要となるの
で引き続き関係地権者の理解と協力をお願いしていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

農地基盤整備事業等との統合は検討できるが、所管事業省庁との協議を要するため、現時点で
の実行は難しい。また、住民の要望が強い事業であり、廃止休止はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の工事量で行っており事業費を削減すると冠水箇所の解消が遅れるため削減は難しい。ま
た、設計や委託及び工事の監督のほか、用地交渉や登記も最小限の人員で行っているため、人
件費の削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市道は不特定多数の人が利用するものであり、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
毎年、集中豪雨等が増え、冠水箇所が増えていて整備申請箇所が増えていることから増加の必要
がある。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

年々ゲリラ豪雨等の発生が増えていることから、冠水被害の抑制の重要性が高まっている。将来的には冠水対策に対する課題を精査し、改善
策等も視野に検討する必要があると思われる。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 18
点検日

事務事業名 橋りょう長寿命化修繕事業 事業類型 委託・工事

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 6 利便性の高い交通基盤を整える

基本事業名 3 道路の適正な維持管理

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
07 01 04 橋りょう長寿命化修繕事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市内に点在する橋梁１８８橋について、橋りょう長寿命化修繕計画
に基づき、橋りょうの点検及び修繕工事を行う。

橋長２ｍ以上の橋りょうについて、５年に１回点検を実施し年次
計画により修繕工事を行う。
那珂市内橋りょう数　　１８８橋
１５ｍ以上：２４橋　１５ｍ以下：１６４橋

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

那珂市内にある2ｍ以上の橋りょう
橋長２ｍ以上の橋りょう 橋 188. 188.

補修が必要と判断された橋
梁(残)

橋 8. 5. 0. 0.

52. 56. 55. 37.

188. 188. 188.

0.

5. 8. 13. 13.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

橋りょうの点検
補修、修繕工事の実施 点検実施橋りょう数 橋 25.

13.

0. 0. 0. 0. 0.

補修実施済橋りょう数 橋

188. 188.

0. 0. 0. 0.

100. 100.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

橋りょう及び歩道橋の安全を図る 安全が確認されている橋
りょう数

橋 180. 183.

0. 0. 0. 0.

188.

補修完了率(13橋に対して) ％ 38. 61. 100.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 17,820 20,581 28,270 27,500 5,000 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 14,500 10,300 9,300 10,100 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,076 8,675 14,091 12,700 4,350 0

事 業 費 計 (A) 千円 33,396 39,556 51,661 50,300 9,350 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,156       0.44人 2,156       0.55人 2,156       0.55人 2,156       0.55人 2,156       0.55人

投入量(A)+(B) 千円 35,552 41,712 53,817 52,456 11,506
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 国土交通省により道路橋の安全で円滑な交通の確保、第三者への被害の防止を図るため橋りょう

の点検が義務化されたことによる。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成２６年６月、国土交通省より「橋梁定期点検要領」の制定。
那珂市橋梁長寿命化修繕計画(平成２６年４月策定)

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

定期的な点検実施により安全確認、補修事業の実施が望まれている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市の管理している橋梁であるため、市が維持管理を行う。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

平成３０年度までに市内全ての橋梁の点検が完了し、安全が確認されている。今後は５年に１度
の定期点検が義務付けられているため、計画的なサイクルで対応していけば必要な成果が得られ
る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
定期的に橋梁の安全を確認する義務があり、廃止・休止は出来ない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は橋梁の安全を確認するための委託費がほとんどであり削減の余地はない。人件費につ
いても必要最低限の人員で対応しているため削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

橋梁は不特定多数の人が利用するものであり、市が負担することは適当である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

「橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき定期的な点検や修繕を推進する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 18
点検日

事務事業名 河川維持事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 建設部　土木課 維持管理グループ 記入者氏名 小野瀬　義宏

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第２章 安全で快適に暮らせるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 災害に強いまちをつくる

基本事業名 2 災害時対応の体制の確立

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
07 02 02 河川維持事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
両宮排水路及び調整池施設の維持管理を行い浸水等の被害を防
ぐ
　　　【調整池】
　①一ノ関（福田）　②みの内（菅谷）　③太惣次（菅谷）
　④竹ノ内（竹ノ内）　⑤平野台（平野）

維持管理業務
　・ポンプ施設の点検
　・除草、清掃
　・修繕

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

排水路及び調整池
点検個所数 箇所 5. 5.

0. 0. 0. 0.

17. 17. 17. 17.

5. 5. 5.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・排水路、調整池の維持管理
（ポンプの点検、除草、清掃等）
・施設の修繕等

ポンプ点検回数 回 17.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

施設修繕回数 回

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

調整池機能を維持し浸水被害を防ぐ
浸水件数 件 0. 0.

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,246 1,793 2,715 2,715 2,715 0

事 業 費 計 (A) 千円 2,246 1,793 2,715 2,715 2,715 0
人 件 費 計 (B) 千円 196       0.04人 196       0.05人 196       0.05人 196       0.05人 196       0.05人

投入量(A)+(B) 千円 2,442 1,989 2,911 2,911 2,911
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 排水路の整備や区画整理等の事業により調整池が建設されたため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

那珂市では発生していないが、全国的には転落事故等が発生した場合に管理責任が問われ、賠
償件数が増えている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

安全な調整池機能の維持管理が要望されている。

-31-



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

災害からの市民の生命財産を守ることは市の責務である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

現在は調整機能を維持し、安定した排水を行なえている。
これ以上の向上の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
安定した排水機能を維持するため、廃止・休止は出来ない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

定期点検及び降雨時の操作を最低限の人員で行っているため、
これ以上の削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

不特定多数の市民が被災者になりえるため、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

継続的な施設の維持管理を図ること。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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